
事業番号 821

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 石綿健康被害救済事業に必要な経費
事業開始
年度

平成１９年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

「石綿による健康被害の救済に関する法律」
第３５条、第３６条、第３８条

関係する計
画、通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

石綿による健康被害に対する救済給付の費用に充てるため、労災保険適用事業主から、毎年度一般拠出金を徴収す
る。

担当部局庁 労働基準局労災補償部 担当課室 労働保険徴収課 美濃　芳郎

会計区分 労働保険特別会計徴収勘定 上位政策
労働保険適用徴収業務の適正かつ円滑な実施を図
ること

23年度要求

予算額(補正後） 7,420 7,511 9,735 10,062 8,766

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

労災保険適用事業主から毎年度一般拠出金を徴収し、「石綿による健康被害の救済に関する法律」に基づき、納付さ
れた一般拠出金から徴収に係る事務費を除いた額を、環境省所管の独立行政法人環境再生保全機構に交付している
ものである。

実施状況

○一般拠出金徴収額：8,619百万円【２１年度】
○交付金交付額：9,125百万円【２１年度　※】
　※納付された一般拠出金から徴収事務費を除いた上で、交付未済となっていた額を加えて交付

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 99.18% 99.05% 95.64%

執行額 7,358 7,440 9,310

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

○交付金については、事業実績報告書により使途を把握している。
○労働保険事務組合報奨金については、中小事業主に代わって一般拠出金の申告等を行う労働保険事務組合を報
償する（労に報い、将来にわたって助長奨励を行う）ものであるため、その費用の支出先の使途は把握していない。
○賠償償還払戻金は、一般拠出金の過誤納に対する払戻金の支払いであり、支出先での使途は把握していない。

見直しの
余地

○交付金は、事業主から徴収した一般拠出金を法律に基づいて交付するものであり、見直しの余地はない。
○労働保険事務組合報奨金は、全適用事業のうちの約44％の事業に係る一般拠出金の申告・納付等の事務処理を
行うなど、一般拠出金の適用・徴収業務の遂行に当たり、非常に重要な役割を担っている労働保険事務組合に交付し
ているものであり、これにより中小事業場の適用促進・適正徴収を確保しているところである。
○賠償償還払戻金は、一般拠出金の過誤納に対する払戻金の支払いであり、見直しの余地はない。
○その他の事務費については、広報経費を削減するなど、効率的な執行に努めているところ。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

本事業については、主に、「石綿による健康被害の救済に関する法律」に基づく石綿健康被害救済事業交付金であり、引き続き事
業内容及び予算規模を維持すべきである。

総事業費(執行ベース) 7,358 7,440 9,310

補
　
記



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

Ａ．（独）環境再生保全機構

【「石綿による健康被害の救済

に関する法律」第３６条に基づ

く交付】

交付金の交付

健康被害の認定、救済給付

の給付等

事務費 １６０万円

厚生労働省本省

（9,125百万円（平成21年度交付額））

一般拠出金の徴収、報奨金

の審査、交付

委託事業場に係る一般拠

出金の申告・納付

Ｂ．労働保険事務組合

（１２百万円（９，１１７組合）

（21年度交付額））

Ｃ．事業主

（１３百万円（21年度支払額））

【「石綿による健康被害の救

済に関する法律施行規則」

第２条の３に基づく還付】

【「石綿による健康被害の救

済に関する法律」第３８条第

３項に基づく交付】

【交付金】

一般拠出金の過誤納に対す

る払戻金の支払い

【賠償償還払戻金】【報奨金】

厚生労働省都道府県労働局



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.（独）環境再生保全機構 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

基金 石綿健康被害救済基金 9,125

計 9,125 計 0

－ － －

B.　－ F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

－ － －

C.　－ G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0


